様式第１号(第５条関係)

　　年　月　日

鳥取県知事　平井　伸治　様

住　所　　

申請者　氏　名　　
（団体にあっては、名称及び代表者の氏名）
令和　　年度食の安全・安心プロジェクト推進事業補助金補助金交付申請書

　食の安全・安心プロジェクト推進事業補助金の交付を受けたいので、鳥取県補助金等交付規則第５条の規定により、下記のとおり申請します。

記

	補助事業等の名称
	食の安全・安心プロジェクト推進事業補助金

	算定基準額(見込み)
	円

	交付申請額
	円

	添付書類
	　１　補助事業実行計画書

　２　補助事業収支予算書


(注)　

１　算定基準額が確定している場合は「算定基準額」欄の「(見込み)」を削除すること。

２　鳥取県補助金等交付規則第６条の２各号の該当の有無について必要に応じ鳥取県警察本部に照会することがある。
様式第１号（第５条関係）

補助事業実行計画書
	申請事業者名
	名　称

　電話　　　（　　）
	資本金

出資金
	千円
	従業員
	人

	
	製造製品
	
	年　間

売上高
	千円
	業　種
	

	事業区分
	1 認証取得支援事業　　　②安定化支援事業
〔該当するものに○をすること〕

	事業計画名
	〔実施する事業全体を包括する名称を記載すること。〕

	取得する認証

事業の到達目標
	〔取得予定の認証規格の名称、認証取得する部門・製品、事業の到達目標を記載すること。〕

	事業の実施地
	〔衛生管理高度化を行う施設及び部門を記載。２か所以上に分かれるときは、いずれも記入すること。〕

	チームリーダー
	〔当該事業を行う上での推進チームのリーダー（HACCPでいうHACCPチームのリーダー）の職氏名を記載すること。〕

	取組の背景と

目的
	〔これまでの衛生管理体制の構築の取組など、認証取得等に取組むこととなった背景・事業の目的を簡潔に記入すること。〕

	取得済の認証
	名　称
	
	取得時期
	　　年　　月　　日

	事業内容
	〔全体の事業内容を簡潔に記載し、認証取得予定時期も明記すること〕

　（認証取得予定もしくは更新時期）　　　　　　年　　月　　日



	終了後の

販路開拓見通し
	〔当該補助事業終了後の国内外での展開に係る事業戦略について記載すること。〕

	他からの指導者又は協力者
	〔業界団体や専門コンサルタント等、他からの協力者がある場合は、その協力者の所属、氏名、職名並びに指導又は協力を受ける事項を簡潔に記載すること。〕

	他の補助金の

活用の有無
	・有　　・無　　

	
	〔他の補助金の活用の有無について（現在活用中のもの、又は今後活用予定のもので、国、地方自治体、その他支援機関等問わず、すべてのもの）、「有」、「無」のいずれかに○をしてください。「有」の場合は、活用する補助金名やその事業内容、事業期間、当該補助金に係る問い合わせ先（補助金を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載すること。また、複数の補助金を活用がある場合は、全て記載すること。〕

	補助事業の期間
	（開始予定）　　　　年　月　日　（完了予定）　　　　年　月　日
※事業完了日：「認証書の受領日」と「補助対象経費の額が確定した日」のいずれか遅い方の日


【添付書類】

　（１）別紙内容説明書

　（２）自社の衛生管理に関する書類（SSOPなど）

　（３）取得済みの認証登録証の写し

　（４）事業を実施する施設設備の図面

　（５）その他事業の内容を明らかにした書類（適宜）

様式第１号の別紙
補助事業に係る内容説明書
１　申請者の概要

（１）事業の内容　　　〔営んでいる主な事業及び主たる生産品目名、年間生産額等を記載すること。なお、パンフレットの添付によって代替することもできる。〕

（２）現有施設 

　　ア　土　　地　　〔２箇所以上にわたる場合は所在地別に面積を記載すること。〕

　　イ　建　　物　　〔本社、工場、その他の区分により、建物の種類別に床面積を記載すること。〕

（３）申請者の略歴　〔会社又は団体の沿革を記載すること。なお、パンフレットの添付によって代替することもできる。〕

２　衛生管理等の現状

（１）衛生管理体制構築のためにこれまで行ってきた取組内容

　　　　

①取得済みの認証

	認証規格名
	対象工場・対象範囲
	対象品目

	
	
	


②施設及び設備の導入・改善内容

　　　　〔これまでの衛生管理体制等構築の取組の沿革を、施設・設備の導入・改善の内容がわかるよう、詳細に記載すること。〕

③その他の取組内容

〔手順書の作成及び改善やゾーニングへの取組等、その他の衛生管理等の取組状況がわかるよう、詳細に記載すること。〕

（２）現状の衛生管理の組織体制　　　　

　　　　〔現状の衛生管理に係る組織図を記載すること。〕

	


３　申請に係る事業の概要
（１）申請に係る事業における衛生管理体制構築を推進する従業員のチーム

　　　　〔推進チーム（HACCPでいうHACCPチーム）のリーダー、並びに当該チームの構成職員名並びに人数を記載すること。〕

（２）他からの指導者又は協力者

　　　　〔申請に係る事業を遂行するにあたり、業界団体や専門コンサルタント等他からの協力者がある場合は、その協力者の所属、氏名、職名並びに指導又は協力を受ける事項を詳しく記載すること。〕

（３）認証取得及び衛生管理体制構築を必要とする理由、背景

　　　　〔なぜ、認証取得あるいは食品衛生関係の認証と同等レベルの衛生管理体制等構築を行う必要があるかなど、事業実施理由を記載すること。現状での課題等を含めて記載すること。〕
（４）補助事業実施内容

　　　　〔各事業について、実施内容を記載すること。〕

	コンサルティング内容
	利用機関名

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	検査内容
	利用機関名

	
	

	
	

	監査内容
	監査先

	
	

	
	

	研修テーマ
	講師名
	日　時
	場　所
	受講者数

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	取得（更新）予定認証名
	審査受審予定日
	審査機関名

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（５）補助事業実施スケジュール

　　　　〔補助事業全体の流れがイメージできるように、下の表に合わせて記載すること。〕

	
	実施内容

	年　月
	

	年　月
	

	年　月
	

	年　月
	

	年　月
	

	年　月
	

	年　月
	

	年　月
	

	年　月
	

	年　月
	

	年　月
	


（６）当該補助事業による認証取得及び衛生管理体制構築後の販路開拓の見通し

〔当該補助事業終了後の国内外での展開に係る事業戦略について記載すること。取引先候補、参加予定の商談会等は必ず記載のこと。〕

様式第２号（第５条関係）
補助事業（変更）収支予算書

１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：円）
	
	金　額

	補　助　金
	

	そ　の　他
	

	補助対象経費計
	


２　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	経費内訳
（積算明細）
	補助対象経費
※税抜き額を記載
	補助金負担

	
	
	（　　　）

	

	
	
	（　　　）

	

	
	
	（　　　）

	

	
	
	（　　　）

	

	
	
	（　　　）

	

	
	
	（　　　）

	

	
	
	（　　　）

	

	
	
	（　　　）

	

	
	
	（　　　）

	

	
	
	（　　　）

	

	全体合計
	（　　　）

	（　　　）



（注）１　「経費区分」欄には、別表に記載している「経費区分」のいずれかを記載すること。
　　　２　「経費内訳（積算明細）」欄は、必要に応じて枠を大きくしたり、別紙を作成するなど、積算の根拠が明確になるように詳細を記載すること。

　　　３　事業を委託する場合は、「経費内訳（積算明細）」欄に委託先名を記載すること。

　　　４　「補助対象経費」欄には消費税及び地方消費税抜きの額を記載すること。
　　　５　変更承認申請に際しては、変更前の金額を上限に（　）で記載すること。

